
はしがき

　時代は変われども，金融機関において，貸出といった与信業務の重要性は非
常に高く，金融機関に勤務する多くの方々が一度は担当されるであろう。ま
た，与信業務は，銀行，信用金庫，信用組合等金融機関の経営を大きく左右す
る最も大きな要因といえる。
　近年，金融機関には，融資における「目利き」力が求められているといった
ことをよく耳にする。融資審査においては，融資先の売上や利益といった業績
等の定量的な側面のみならず，経営者の資質，ビジネスの将来性，戦略等，定
性的な側面も考慮しなければならないことは，改めて申し上げるまでもない。
とりわけ，ここ数年，ビジネスの将来性を含む事業性評価といった点が現状よ
りも強調されるきらいがあるが，現状の適切な把握なくして将来のことを判断
するのは，絵に描いた餅となりかねない。
　金融機関の融資担当者が融資先の現状を的確に把握するためには，貸借対照
表，損益計算書等の財務諸表の分析が有効である。なぜならば，融資先は，定
期的に財務諸表を作成しており，また，ビジネスの成果は必ずや，何らかの数
値として現れるからである。
　本書は，長年にわたり好評を得てきた「財務分析のための実践財務諸表の見
方」を全面的に見直したものであり，全４編からなる。
　財務分析をする際，各勘定科目の内容等といった技術論だけではなく財務諸
表の基礎を理解することが不可欠である。そこで，第 1編では，第 2編を理解
するために必要となる財務諸表の基礎，すなわち，財務会計の意義，会計制度
ならびに財務会計の基礎概念について，記帳から財務諸表作成プロセスまで掘
り下げることで，初心者にも理解しやすい内容になることを心掛けた。第 2編
「会計基準と財務諸表」では，財務諸表の主な要素となる資産・負債および損
益について内容の理解並びに具体的な会計処理に有用となるよう努めた。第 3
編「連結財務諸表等」では，財務諸表の構成や内容だけでなく，その意味する
ところが理解できるように解説した。併せて，財務分析のための基礎知識を提



供するという趣旨から，些末な論点は省いて，財務諸表を大局的にとらえるこ
とができるように努めた。第 4編「ケース・スタディ」では，第 1編から第 3
編で言及した内容についての再確認および実践に役立てるべく，設例と解説を
設けた。
　執筆にあたって留意した事項は，以下のとおりである。
・財務諸表に係る基礎知識を習得できるとともに，与信業務を担当する際，財
務分析等の実務に活用できる項目に焦点をあてた内容とした。
・読者の理解を助けるため，各章の構成を，Point，内容説明，まとめといっ
た形で統一した。
・全ての会社の財務諸表の信頼性が高いわけではなく，粉飾決算の可能性を頭
に入れておく必要があるため，財務諸表の基礎と関連付けた原因把握と粉飾手
口についての分析に力を入れた。
　少子高齢化，地域経済の空洞化等を考えると，金融機関，とりわけ，地域金
融機関が健全で持続可能であるということが，日本経済にとって不可欠であ
る。金融機関が地域経済の発展に寄与しつつ自らの健全性を維持・確保するた
めには，適切な与信業務を遂行すべく，財務諸表を的確に読み解き，財務分析
を行う必要がある。本書が，金融機関で与信業務を担当される行職員や内部監
査部門の方々をはじめ多くの方に広く活用され，少しでもお役に立てることが
できたならば，出版に携わった者として誠に幸いである。
　本書の刊行にあたっては，新日本有限責任監査法人齊木，﨑山，新井の 3名
の実務経験豊富な公認会計士が，業務多忙な中，企画・執筆・編集に精力的に
取り組んでくれた。3名には深く感謝している。
　最後に，本企画・出版を推進してくださった株式会社経済法令研究会の中村
桃香様には，この場をお借りして，厚く御礼申し上げたい。
　
　平成 29 年 10 月
� 公認会計士　牧野明弘
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2

　 

財務会計の意義

・会計は，経済主体の「経済活動等」を貨幣額を用いて測定

し，その結果を利害関係者に報告する仕組みである。

・企業会計は，その報告する対象によって「財務会計」と

「管理会計」に区分できる。

・財務会計の役割は「利害調整機能」と「情報提供機能」に

大別できる。

会計の意義と範囲

１．会計の意義

　会計は，ある特定の経済主体の経済活動およびこれに関連する経済事

象を貨幣額にて測定し，その結果を利害関係者に報告する仕組みであ

る。

　ここで経済主体とは，個人，企業，国・地方公共団体等である。たと

えば企業という経済主体は出資者および銀行等の債権者から調達した資

金を運用し，製品の製造・販売，投資やサービスの提供等の経済活動を

営んでいる。会計はこのような経済活動および関連する経済事象を所定

のルールにしたがって貨幣額を用いて測定し，その結果を報告書にとり

まとめる。この報告行為は，一般的に財務諸表を用いて行われる。財務
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諸表は，その経済主体をとりまく多数の利害関係者に伝達され，多種の

目的に利用されることになる。また，財務諸表は法人格ごとに作成する

財務諸表と，法人格は異なるが，出資，人事，資金等の観点から経済的

には実質的に一体とみなされる企業集団ごとに作成する連結財務諸表に

区分される。さらに財務諸表は，金融商品取引法の場合には財務計算書

類とよばれ，また会社法の場合には計算書類とよばれる。

２．会計の範囲

⑴　会計の種類

　経済主体は，経済主体の主たる目的が利益追求か否かにより，営利組

織と非営利組織に区分することができる。前者の営利組織は一般に企業

とよばれ，企業（以下，企業という場合には，営利企業を前提にする）

を対象とする会計が企業会計（以下，企業会計という場合には，企業の

中でも営利企業の会計を前提にする）である。一方，後者の非営利組織

には，個人や家をはじめとして，国・地方自治体の行政機関等が含ま

れ，これらの非営利組織を対象とする会計が非営利会計である。非営利

会計の中でも個人や家を前提にしている会計を家計といい，国・地方自

治体の行政機関を前提にしている会計を公会計といい，国全体を前提に

している会計を社会会計という。

　企業会計と非営利会計は，会計記録を利用して資産の管理を行い，そ

の状況を資金提供者等に報告する点で共通している。すなわち，各経済

主体は，経済活動のために調達した資金の額と，その資金を投下した資

産等の金額を会計記録にて明らかにするとともに，その状況を資金提供

● 図表 1－1　会計の仕組み ●

経済活動
財務諸表 利害関係者

経済事象 貨幣額で測定 報告
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者等に報告するのである。

　しかしながら企業会計は，企業が利益の獲得を目的としていることか

ら，上記以外に営利活動の結果としての利益額を測定し，その状況を明

らかにすることを目的としている点で相違している。

　そのような企業会計はその報告する対象によって，財務会計と管理会

計にわけられる。

⑵　管理会計

　管理会計とは，経営者等のトップマネジメントを頂点とする企業内部

の各階層のマネジメントのために，企業の経営活動を測定し，経営意思

決定等に役立つ内部財務情報を報告することを目的とする会計である。

したがって，管理会計は報告対象が企業内部のマネジメントであること

から内部報告会計とよばれることがある。

⑶　財務会計

　財務会計とは，企業外部の利害関係者（株主，債権者，仕入先・得意

先等の取引先，税務当局等）を受け手として，企業の経済活動およびこ

れに関連する経済事象を測定し，外部財務情報を報告することを目的と

する会計である。したがって，財務会計は報告対象が外部の利害関係者

であることから外部報告会計とよばれることがある。

　外部の利害関係者には，出資者，投資家，債権者，仕入先・得意先等

の取引先，税務当局等さまざまな者がいる。これらの外部の利害関係者

は各々の目的のために外部財務情報を利用する。たとえば，出資者およ

び投資家であれば投資の判断根拠として，債権者であれば支払能力の判

断根拠として，取引先であれば取引を継続するか否かの判断根拠とし

て，税務当局であれば納税額の妥当性の判断根拠として，外部財務情報

を利用する。

　したがって，企業は外部の利害関係者の意思決定に役立つ外部財務情

報を報告する必要がある。そのためには，外部財務情報は会計基準等の
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明確なルールに基づいて作成される必要があり，そのルールが，会計基

準等の社会規範である。そして企業は財務諸表として外部財務情報を利

害関係者に報告している。

３．財務諸表と監査

⑴　財務諸表の必要性

　外部財務情報は利害関係者の意思決定に役立つために正確なものでな

ければならない。外部財務情報は諸法令等の規制を受けて作成される

が，その作成にあたっては，さまざまな会計処理や手続を選択適用する

場合に，色々な判断が介入することになる。したがって，財務諸表は

「記録と慣習の判断の総合的表現」といわれるように，そこには主観的

な判断も加わってくる。かくして，財務諸表は，ややもすると公正妥当

を欠き，誤りや不確実な要素の入りこむ余地が多くなって，企業の実態

が歪められて表現されるおそれが少なくない。そこで，財務諸表を

チェックするために，企業から独立した会計専門家である公認会計士が

財務諸表を監査し，財務諸表の信頼性を確保する必要がでてくるのであ

る。

● 図表 1－2　会計の種類と経済主体 ●

会計の種類 経済主体

家計 個人・家

公会計 行政機関
非営利会計

社会会計 国全体

非営利企業会計 非営利企業

企業会計 営利企業 営利会計
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